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研究成果の概要（和文）：本研究では、組織資本等の知的資本とコスト・マネジメントの関係性を明らかにする
ため、非営利組織である地方公立病院を対象に、非対称コスト・ビヘイビアの分析手法を用いて検証した。分析
の結果、知的資本に重きを置く企業では、コストの下方硬直性が見られるという先行研究と一致する結論が得ら
れ、地方公立病院でも、人的資本、組織資本、関係資本といった知的資本が、コストの下方硬直性を強めるよう
に作用していることが明らかになった。以上から、非営利組織においては、組織資本等の知的資本の存在によっ
て、収益の減少時においても、経営資源を保持するように経営管理者が意思決定を行っている可能性が示唆され
た。

研究成果の概要（英文）：In this study, we examined the relationship between intellectual capital and
 cost management by using the analysis method of asymmetric cost behavior, targeting local public 
hospitals, which are non-profit organizations.As a result of the analysis, we obtained a conclusion 
that is consistent with prior study that downward cost rigidity is observed in companies that place 
importance on intellectual capital. It has become clear that intellectual capital such as human 
capital, organizational capital and relationship capital works to strengthen the downward rigidity 
of costs in local public hospitals.
Based on the above, in non-profit organizations, due to the existence of intellectual capital such 
as human capital, organizational capital, and relationship capital, management make decisions to 
retain management resources even when revenues are declining.

研究分野： 知的資本の管理会計
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研究成果の学術的意義や社会的意義
実証分析の結果、非営利組織である地方公立病院においては、人的資本、組織資本、関係資本といった知的資本
が、収益の減少時においても、経営資源を保持するように経営管理者が意思決定を行っている可能性が示唆され
た。しかし、地方公立病院においては、コストの反下方硬直性も一部確認されており、知的資本による非対称コ
スト・ビヘイビアへの影響はそれほど大きいものではなかった。非営利組織である地方公立病院などの経営指標
を考えるうえでは、単純に経営が赤字か否かだけではなく、コスト・マネジメントの評価を加えたり、非財務情
報である知的資本情報も評価に加えたりする必要性が示唆された。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
・細海（2010）は、上場企業を対象とした質問票調査により、共分散構造分析を用いて知的資本
と企業業績との関係について分析を試みた。分析の結果、組織資本は、研究仮説に反して、有意
ではないが、企業業績にややマイナスの影響を与えているという結果となった。しかし、組織資
本は、イノベーション資本や関係資本にプラスの大きな影響を与えていることが観察された。こ
の分析結果から、組織資本の影響は企業業績に対して直接的にあらわれるのではなく、人的資本
と同様に、他のインタンジブルズを介して間接的にあらわれる可能性が高い。 
・Hosomi（2014）では、企業業績との関係が間接的で捉え難い組織資本に関して、その構成要
素について分析を試みた。具体的には、Mendelson and Ziegler(1999)が提示した組織 IQ や独自
に考案した指標などを用いてその構成要素について分析を行った。分析の結果、組織資本の構成
要素として、組織 IQ の構成要素と類似した研究結果が得られた。 
・細海（2016）は、ブランド・エクイティやコーポレート・レピュテーション等の企業外部との
関係から生じるインタンジブルズも加えて分析を試みた。分析の結果、特に、組織資本について
は、細海（2010）等と同様に、企業業績に間接的な影響を与えているという結果となった。 
・さらに、申請者は、英国オックスフォード大学教育学部付属研究機関の SKOPE (The centre on 

Skills, Knowledge and Organisational Performance)において在外研究を行う機会を得た。同学部及び付属
研究機関では、組織を対象とした研究に関して心理学的な研究が行われており、組織資本などの
研究にも組織心理学などの知見を応用する必要性を感じた。特に、組織資本の一部であり、企業
のメンバーに共有される価値観・信念・行動規範である組織文化について、さらに深く研究を試
みたいとの思いを強くした。 
・そこで、本研究では、これまでの研究でその一部が明らかになっているが、組織文化等の実態
が捉え難い組織資本について、組織心理学等の新たな知見を用いて明らかにしたいと考えた。 
・しかし、新型コロナウイルスの 3 年にわたる感染拡大やロシアのウクライナ侵攻等により、社
会情勢が大きく変化し、組織における人間の心理的側面に注目した質問票調査を満足に行える
状況ではなくなってしまった。そこで、研究の視点を変更し、非営利組織における組織資本など
の知的資本とコストの下方硬直性に関する関係に注目することとした。 
 
２．研究の目的 
・近年、我が国企業の労働生産性の低さが指摘される中、今まで見過ごされてきた、技術力など
の知的資本と企業業績の関係に介在する組織資本について明らかにすることは、極めて重要で
ある。 
・これまでの研究で、組織資本は企業業績に対して間接的なプラスの影響を与えていることが明
らかとなった。また、組織資本の構成要素についても、研究の背景で示した一定の示唆が得られ
た。しかし、組織文化等と企業業績との関係は明らかではなく、どうすれば企業業績に対する組
織資本の貢献を高めることができるかは、明らかでない。また、組織のメンタルな部分もこれま
で考慮されてこなかった。 
・そこで、本研究は、企業の労働生産性向上にとって重要な知的資本である組織資本に組織心理
的学的側面がどのように影響するかに注目し、企業業績との関係についても明らかにすること
が当初の目的であった。 
・しかし、前述のように、新型コロナウイルスの 3 年にわたる感染拡大等のため、社会の情勢が
大きく変化し、企業でも業務のオンライン化などが進み、研究開始当初の研究環境が大きく変化
したことから質問票調査を満足に行える状況ではなくなってしまった。そこで、研究の視点を変
更し、地方公立病院などの非営利組織における組織資本などの知的資本とコストの下方硬直性
の関係に注目して研究を行うこととした。 



３．研究の方法 
3-1.サンプルセレクションと記述統計 
・総務省が公表する『地方公営企業年鑑』のデータのうち、収集が可能であった 1978 年からの
データを分析対象とする。 
・他方、2014 年に地方公営企業の会計処理方法が改正されたことから、そのバイアスを避ける
ため、分析期間の終期を 2013 年までとし、36 年間を対象とすることとした。 
・分析に用いるデータは、35,070 データである。そのうち、分析モデルでは対前年比率を用い
るため、1978 年データを除き、サンプル数は 33,620 データとなった。このデータから、上下
１％の外れ値をリストワイズに除外した結果、サンプル数は最終的に 32,752 データとなった。 
 
3-2. 分析方法 
(1)付加価値計測（VAIC） 
・Yang (2018)他の先行研究に従い、Pulic (2000)が考案した付加価値計測法（VAIC）を用いて、
知的資本効率性を測定する。VAIC は、大きく三つの要素から構成される。すなわち、人的資本
効率性（HCE）、組織・関係資本効率性（SCE）、資本効率性（CEE）である。それらの総和をも
って次式のとおり VAIC は測定される。 
VAIC=HCE+CEE+SCE                              （1） 
・VAIC のそれぞれの構成要素の計算方法であるが、まず、第一段階として、すべての利害関係
者に対する付加価値（VA）は次式で測定する。 
VA=OP+EC+T+D                                                           （2） 
・ここで、OP とは営業利益、EC は従業員給与、T は法人税、D は減価償却費を指す。先行研
究の一部（Chen et al. 2005; Taet al. 2008; Clarke et al. 2011; Yang 2018）では、この式におい
て、借入金利子を含めている場合があるが、本研究ではそれを含めずに扱うこととする。 
・次に、人的資本（HC）の計算である。知識、経験、スキル、生産性従業員の競争力（Clarke 
et al. 2011）を含む人的資本の効率性（HCE）は次式で測定する。 
HCE=VA/HC                                   （3） 
・ここで、人的資本（HC）とは、基本給、手当、賃金などの人件費に退職給与金、法定福利費
なども含めた職員給与費にさらに、人的資本の構成に資する人件費を加えたものである。 
・さらに、戦略、チームワーク、暗黙知による価値創造力、組織間ネットワークなどの組織・関
係資本の効率性（SCE）は次式で測定する。 
SCE=SC/VA                                   （4） 
・ここで、組織・関係資本（SC）は、付加価値（VA）から、人的資本（HC）減じた残りすべて
の付加価値を意味する。 
・最後に投下資本効率性（CEE）は、人的資本効率性（HCE）及び組織・関係資本（SCE）で捉
えきれない資本効率であり、次式で測定する。 
CEE=VA/CE                                                                      （5） 
・ここで、投下資本（CE）は貸借対照表中の純資産を表し、投下資本効率性（CEE）は付加価
値（VA）を投下資本（CE）で除した値である。 
・式（3）から式（5）までのそれぞれの効率性指標の総和で表す VAIC は、知的資本の代理指標
として、先行研究の中では代理指標とされてきた。 
 
 
 
 
 



(2) 非対称コスト・ビヘイビアの分析手法 
・まず、Anderson et al.(2003)によるモデルを用いて自治体病院の非対称コスト・ビヘイビアを
確認する。 
・この式において、C（Costs）は医業費用を表し、R（Revenues）は医業収益を表す。Decrease 
Dummy は医業収益が対前年度と比較して下回った場合に１を、その他の場合には０をとるダ
ミー変数である。LN は自然対数を示す。 
モデル 1 

 
 
・次に、仮説 1 である人的資本と非対称コスト・ビヘイビアの関係性を確認するため、、以下の
モデルにより検証を行う。 
・この式において、HCE とは人的資本効率性を表す。人的資本は上述の付加価値知的係数法
(VAIC)に基づき、付加価値（VA）を人的資本（HC）で除した値を意味する。人的資本（HC）
は、基本給、手当、賃金などの人件費に退職給与金、法定福利費なども含めた職員給与費にさら
に、人的資本の構成に資する人件費を加えたものである。 
モデル 2 

 
 
・次に、仮説 2 である組織資本及び関係資本と非対称コスト・ビヘイビアの関係性を確認するた
め、以下のモデルによる検証を行う。 
・この式において、SCE とは組織・関係資本効率性を表す。組織・関係資本（SC）は上述の付
加価値知的係数法(VAIC)に基づき、付加価値（VA）から、人的資本（HC）を減じた値を意味
する。 
モデル 3 

 
 
・次に、仮説 3 である投下資本効率性と非対称コスト・ビヘイビアの関係性を確認するため、以
下のモデルによる検証を行う。 
・この式において、CEE とは投下資本効率性を表す。 
モデル 4 

 
 
・次に、仮説 4 である付加価値知的係数法による VAIC と非対称コスト・ビヘイビアの関係性
を確認するため、以下のモデルによる検証を行う。 



・この式において、VAIC とは人的資本効率性（HCE）、組織・関係資本効率性（SCE）、資本効
率性（CEE）の総和である。 
モデル 5 

 
 
・また、分析結果の頑健性を検証する確認するため、式（7）から式（9）を組み合わせ、以下の
モデルでも検証を試みた。 
・この式において、知的資本効率性(ICE)として示す代理指標は、上述の人的資本効率性（HCE）、
組織・関係資本効率性（SCE）、資本効率性（CEE）のそれぞれを表す。 
モデル 6 

 

 
４．研究成果 
・人的資本効率性、組織・関係資本効率性、投下資本効率性はそれぞれ、コストの下方硬直性を
強めるように作用しているのか否かについて、仮説 1 から 3 までを検証するため、モデル 2 か
ら 4 及び、モデル 6 を用いて分析を行った。 
・分析の結果、人的資本効率性と組織・関係資本効率性はともにコストの下方硬直性をわずかに
強める方向に作用していることが確認された。これは、先行研究の分析結果とも一致する結果と
いえる。従って、仮説 1 及び 2 は支持された。 
・次に、投下資本効率性がコストの下方硬直性を強めるように作用しているのか否かについて、
仮説 3 の分析を試みたが、有意な結果が得られなかった。従って、仮 3 は支持されなかった。 
・最後に、モデル 5 を用いて、VAIC と非対称コスト・ビヘイビアの関係性を確認した。偏回帰
係数がマイナスの値を示し、コストの下方硬直性を強めるように作用していることが確認され
た。従って、仮説 4 は支持された。 
・本研究における実証分析の結果から、地方公立病院においては、人的資本、組織・関係資本と
いった知的資本が、収益の減少時においても、経営資源を保持するように経営管理者が意思決定
を行っている可能性が示唆された。 
・しかし、地方公立病院においては、モデル 1 の結果が示すとおり、コストの反下方硬直性も確
認されており、知的資本による非対称コスト・ビヘイビアへの影響はそれほど大きいものではな
かった。 
・以上から、地方公立病院などの非営利組織の経営指標を考えるうえでは、単純に経営が赤字か
否かだけではなく、コスト・マネジメントの評価を加えたり、非財務情報である知的資本情報も
評価に加えたりする必要性が示唆された。 
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